
e) 2018 年 5 月に北京で予定されている ISPRS TC III シンポジウムの期間内に合同セッションや合同ワークシ

ョップを開催することにより，他の国際的な専門家団体との交流や協力を促進する． 
 
４．地籍と土地管理 

 
会合は， 
アジア太平洋地域において，地籍，土地管理の更なる強化の必要性を認識し， 
WG の初期の検討に基づいて部会長により提案され，ビジネス参照モデル，応用参照モデル，データ参照

モデル，技術参照モデルより構成される，地籍及び土地管理の概念モデル案について，WG が加盟国，特に

発展途上国にとっての有用性を検討すべきことを認識し， 
WG が概念モデル案の妥当性を検討し，次の段階に進むことに同意する必要性について留意し， 
UN-GGIM-AP に以下を推奨する． 

a) 概念モデル案のアジア太平洋地域における妥当性を検討するために WG の会合を開催し，必要に応じ概念

モデルを修正，改良し，次いで，加盟国の関与により概念モデル案の検討をさらに広く行う． 
b) WG で実施中の活動と土地行政及び土地管理に関する UN-GGIM 専門家グループの作業との調整を行うよ

う，WG に要請する． 
c) 第 7 回総会に概念モデル案の進捗と初期段階の協議について報告を返すよう WG に要請する． 
 
５．災害対応での地理空間情報に関するスペシャル・セッション 

 
会合は， 
2016 年 4 月の熊本地震での災害対応に関する事例研究について，UN-GGIM-AP 第 6 回総会における災害

対応での地理空間情報に関するスペシャル・セッションを準備，開催した日本国国土地理院に感謝を表明し， 
スペシャル・セッションは，（1）背景，（2）平成 28 年熊本地震の発生，（3）緊急災害対応活動，（4）復旧・

復興のための活動，（5）災害対応活動の総合的管理の 5 つのパートからなり，災害リスク管理における地理

空間情報の活用と重要性に関する知識と経験，情報の交換のための良いプラットフォーム（共通基盤）を提

供したことに留意し， 
UN-GGIM-AP は，加盟国と共同して，特定の話題に関するそのような学習イベントの準備を検討し続ける

ことを推奨する． 
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要 旨 

平成 27 年に活動火山対策特別措置法が改正され，

火山防災協議会等の関係機関が様々な対策を行うた

めに詳細な地形情報が必要不可欠となっている．火

山基本図データは，火山の地形を精密に表す等高線

や火山防災施設等を表示した地図であるため，防災

計画の策定，噴火時の災害応急対策，火山の調査や

研究等への活用が期待できる． 
本稿では，平成 28 年度から新たな手法により整

備している火山基本図データの作成方法及び国土地

理院ウェブサイトから実施しているダウンロード提

供について報告する． 
 
1. はじめに 
国土地理院応用地理部では，科学技術・学術審議

会の「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画

の推進について」（建議）に基づき，昭和 54 年から

火山特有の地形等を精密に表示した火山基本図の整

備を進めてきた．この火山基本図は，写真測量によ

り図化し作成しているが，平成 22 年度から既存の

測量成果を活用した火山基本図作成の検討を進め，

平成 28 年度から航空レーザ測量データや基盤地図

情報等を活用した作成方法に変更し整備を進めてい

る． 
従来の手法で作成された火山基本図と区別するた

めに，新たな手法で作成した電子データを「火山基

本図データ」と称する． 
平成 30 年 10 月時点で，火山噴火予知連絡会が選

定した「火山防災のために監視・観測体制の充実等

が必要な火山」（50 火山）のうち 39 火山と西之島に

ついて，縮尺 1/2,500～1/10,000 の火山基本図又は火

山基本図データを整備済みである（図-1）．  
 

2. 火山基本図データについて 
2.1 火山基本図の課題 
火山防災対策推進ワーキンググループの報告（平

成 27 年 3 月）において，地形や噴火履歴等（火山ご

との個別性）を考慮した火山防災対策の必要性等が

提言された．これを受け，活動火山対策特別措置法

が一部改正（平成 27 年 7 月）され，火山防災協議会

が法的に位置づけられたほか，噴火シナリオ・火山

ハザードマップを踏まえた噴火警戒レベルの導入や 
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避難計画等の策定が求められることとなった．これ

により，火山基本図・火山基本図データのより一層

の活用が期待できる． 
一方，従来の火山基本図は，近年の火山防災対策

のニーズに応えきれておらず，災害応急対策等にお

いてこれまで十分に活用されてこなかった． 
その主な要因としては，①従来の空中写真測量に

よる作成方法では，年間 1 火山のペースが限度であ

ったため，未整備火山がある，②整備されていても

作成後かなりの年月が経過しているため，最新の地

形やインフラが反映できていない，③火口周辺部の

整備が中心のため，火山体全域や被害想定範囲がカ

バーできていない（図-2），④火山防災計画の策定や

災害応急対策時に利用する上で必要な防災関連施設

情報などの基礎的な情報が網羅されていない，⑤紙

地図による有償での提供であったため，加工や GIS
を用いた高度な利用には不向きであったなど利用者

側のニーズを捉え切れていなかった点が挙げられる． 
これらの課題を改善し，火山基本図の迅速な整備・

提供を行うため，作成手法や取得基準の見直しを行

い，平成 28 年度に「火山基本図データ作成要領」と

して取りまとめている．  
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図-2 1:5,000 火山基本図「霧島山」（1985 年刊行=全 2

面）（黒枠）と 1:10,000 火山基本図データ「霧島山」

（2018 年公開=全 20 面）の作成範囲（青枠） 
 
なお，従来の火山基本図と火山基本図データの主

な相違点は，表-1 のとおりである． 
 
2.2 火山基本図データの作成方法 
火山基本図データの作業工程は，図-3 のとおりで

ある．  

また，従来の写真測量による火山基本図の作業工

程は，図-4 のとおりである． 
 

従来の火山基本図の作業工程との大きな違いは，

数値図化とそれに伴う標定点測量，刺針作業，空中

三角測量の工程が省略可能になったことである． 
これは，等高線データの作成を従来のデジタルス

テレオ図化機を用いる方法から航空レーザ測量デー 
タの DEM を用いて自動発生する方法に変更したこ

とや，道路や建物，防災関連施設等の地物について

は，基盤地図情報や収集した資料から作成する方法

に変更したこと等による． 
ただし，これらの変更は，収集した資料の精度や

作成年が，そのまま火山基本図データの精度や鮮度

として現れることを意味する．このため，国の機関，

地方公共団体及び火山防災協議会等（以下「関係機

関」という．）から資料を収集する際は，整備対象火

山の地形等の概要を十分に把握した上で，集める必

要がある． 
なお，関係機関から収集する防災関連施設情報の 

うち，指定避難所・避難壕（シェルター）・ヘリポー 

表-1 従来の火山基本図と火山基本図データの主な相違点 
 従来の火山基本図 火山基本図データ 

地形（等高線）の作成方法 写真測量による図化 航空レーザ測量データの DEM から生成 
地物（建物・道路）の作成方法 写真測量による図化 基盤地図情報等を利用 
地図情報レベル 10000 25000 以下 

地図の提供方法 
刊行図 

（有償，刊行） 
画像データ・GIS データ・地理院タイル 

（無償，インターネット経由） 
年間の整備数 1 火山 5 火山程度 
図面の種類 等高線図 基図（等高線図），陰影段彩図，写真地図 
整備範囲 主に火口周辺 火山体全域（被害想定範囲） 

 
計画・準備

標定点測量

空中三角測量

数値編集

資料収集・整理

注記資料図作成

火山基本図データファイルの作成 

数値図化

刺針作業・現地調査 

 
計画・準備 

資料収集・整理 

数値編集 

火山基本図データの作成 

航空レーザ測量データ 
基盤地図情報 
電子国土基本図（地図情報）等

測量成果等

図-4 火山基本図の作業工程 

図-3 火山基本図データの作業工程 

 

ト等の一部については，従来の火山基本図では取得

していなかったが，利用者側がより活用しやすくな

るように，火山基本図データの作成から取得項目と

して加えている． 

 
2.3 火山基本図データの構成 
 火山基本図データは，火山基本図画像データ（3 種

類），火山基本図タイルデータ及び火山基本図ベクタ

ーデータ（2 種類）からなる． 
 

2.3.1 火山基本図画像データ 

火山基本図画像データは，基図画像データ，陰影

段彩図画像データ及び写真地図画像データ（図-5）
の 3 種類からなる．  

基図画像データは，基図データに整飾を施したも

の，陰影段彩図画像データと写真地図画像データは，

陰影段彩データ及び写真地図データに基図データを

重ね合わせて整飾を施したもので，それぞれ解像度

300dpi の JPEG と GeoTIFF を作成している． 
1) 基図画像データ：2m 又は 5m 間隔の精密な等高

線や道路・建物等の地物，防災関連施設等を表示

したデータ． 
2) 陰影段彩図画像データ：基図データに火山地形把

握のための陰影段彩及び傾斜量を重ねたデータ． 
3) 写真地図画像データ：基図データに火山の様子や

土地の利用形態を把握するためのオルソ画像を

重ねたデータ． 
 
2.3.2 火山基本図タイルデータ 

火山基本図タイルデータは，基図画像データ，陰

影段彩図画像データ及び写真地図画像データを地理

院タイル仕様に基づき変換したもので，ズームレベ

ル 11～18 のタイルデータを作成している． 

 

 

2.3.3 火山基本図ベクターデータ 
 火山基本図ベクターデータは，火山基本図画像デ

ータ（基図）の内容を，シェープファイル及び DM 
データファイルのデータ形式で作成したものである． 
 
3. 火山基本図データの公開 

火山基本図は，有償による紙地図での提供を基本

としていたため，十分に利活用されにくいという課

題があった．このため火山基本図データは，無償で

国土地理院ウェブサイトからダウンロードできるよ

うにしている．平成 29年 3月 31日に提供を開始し，

平成 30 年 10 月時点で，14 火山のデータを提供して

いる（表-3）． 
 

表-3 火山基本図データの提供状況 

火山名 都道府県名 面数 提供 
開始日

鳥海山 秋田県・山形県 19 
H30.10.1

吾妻山 山形県・福島県 6 
新潟焼山 新潟県・長野県 11 

H30.3.30

焼岳 長野県・岐阜県 9 
弥陀ヶ原 富山県 6 

霧島山 
宮崎県・ 
鹿児島県 

20 

桜島 鹿児島県 4 
口永良部島 鹿児島県 3 

新島 東京都 3 
H30.1.31

八丈島 東京都 4 
西之島 東京都 1 H29.6.30
恵山 北海道 1 

H29.3.31
栗駒山 岩手県・秋田県 

・宮城県 1 

箱根山 神奈川県・ 
静岡県 3 

 

基図画像データ               陰影段彩図画像データ                写真地図画像データ 
図-5  火山基本図画像データ「霧島山」の例（GeoTIFF を加工） 
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題があった．このため火山基本図データは，無償で

国土地理院ウェブサイトからダウンロードできるよ

うにしている．平成 29年 3月 31日に提供を開始し，

平成 30 年 10 月時点で，14 火山のデータを提供して

いる（表-3）． 
 

表-3 火山基本図データの提供状況 

火山名 都道府県名 面数 提供 
開始日

鳥海山 秋田県・山形県 19 
H30.10.1

吾妻山 山形県・福島県 6 
新潟焼山 新潟県・長野県 11 

H30.3.30

焼岳 長野県・岐阜県 9 
弥陀ヶ原 富山県 6 

霧島山 
宮崎県・ 
鹿児島県 

20 

桜島 鹿児島県 4 
口永良部島 鹿児島県 3 

新島 東京都 3 
H30.1.31

八丈島 東京都 4 
西之島 東京都 1 H29.6.30
恵山 北海道 1 

H29.3.31
栗駒山 岩手県・秋田県 

・宮城県 1 

箱根山 神奈川県・ 
静岡県 3 
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図-5  火山基本図画像データ「霧島山」の例（GeoTIFF を加工） 

91火山基本図データの整備，公開



現在，火山基本図画像データ 3 種類（基図・陰影

段彩図・写真地図）については，図面単位で JPEG 形

式（図-6）と各種 GIS で利用できるよう GeoTIFF 形

式で提供している．火山基本図ベクターデータは，

整備済みの火山ごとに 1 ファイルでシェープファイ

ルと DM データファイルを公開している．  
また，火山基本図タイルデータについては，ダウ

ンロードのほかに国土地理院のウェブ地図である

「地理院地図」から閲覧可能である．   
 

 
 

  
 

なお，多様な形態での提供を目的に，従来の火山

基本図（刊行図）に該当するものとして，平成 30 年

9 月 1 日から，インクジェット出力図の提供を開始

している．オンデマンドによる有償でのサービス提

供となるが，火山基本図（基図・陰影段彩図・写真

地図）の 3 種類について，紙地図での購入が可能と

なっている． 
 

4. まとめ 
火山基本図データは，航空レーザ測量データや基

盤地図情報等の既存データを用いることで，従来の

火山基本図よりも効率的に作成できるようになった．

結果として，整備面数（年間数火山）や整備面積（火

山体全域や被害想定範囲をカバー）の増加につなが

っている．また，最新の基盤地図情報等を用いるこ

とで，より現状に適したインフラを反映できるよう

になった．加えて，防災関連施設を取得するなど表

示項目を見直すことで，防災計画や噴火時の災害応

急対策等に活用しやすい図となった．  
加えて，数値データとして維持管理することによ

り，従来の紙地図に比べて非常に短期間での更新が

可能となったため，防災関連施設や重要インフラな

どの表示内容に変更があった場合は，迅速に更新し

公開できる仕組みを検討していく必要がある． 
一方で，火山基本図データでは，等高線について

は地図情報レベル 5000 以下の精度を持つが，地物

の精度については使用する資料に依存するなど，火

山基本図にはなかった課題も出ている．これについ

ては，整飾部分で使用したデータを明記するなど工

夫はしているが，データを使用する際に異なる地図

情報レベルのデータが混在していることを利用者に

理解してもらう活動も必要である． 
データ公開後，順調にダウンロードされているだ

けでなく，今年 3 月から爆発的な噴火活動が続いた

霧島山新燃岳では，火山基本図画像データを関係機

関に提供し，災害対策に活用されるなど，活用の場

は広がりつつある．今後も，より活用されるデータ

を目指して，火山防災協議会など様々な機会を捉え

て成果のアピールを行うとともに利用者ニーズを継

続的に把握していくことが必要である． 
（公開日：平成 30 年 11 月 12 日） 
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要 旨 
 宮崎・鹿児島県境にまたがる霧島山において，2017
年 10月及び 2018年 3月に新燃岳で噴火が発生した．

また，2018 年 4 月に硫黄山で噴火が発生した．国土

地理院は，これらの噴火に伴う地表変動の把握のた

め，宇宙航空研究開発機構が運用する陸域観測技術

衛星 2 号「だいち 2 号（ALOS-2）」で取得した観測

データを解析した．解析の結果，2018 年 4 月の硫黄

山の噴火では，硫黄山の地表変動の範囲の推移と変

動量を把握した．また，2017 年 10 月の新燃岳の噴

火では，非干渉域の広がりから，新燃岳火口東西に

広がる火砕物が堆積したとみられる範囲を把握した．

さらに，2018 年 3 月の新燃岳の噴火では，電波の反

射強度を示した画像の比較により，新燃岳火口内に

噴出し，一部火口外に流出した溶岩の範囲の推移を

把握した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 霧島山の位置図 
 

1. はじめに 
1.1 SAR の概要 

「SAR」は Synthetic Aperture Radar の略で，合成

開口という技術を用いて空間分解能を高めたマイク

ロ波レーダーである．SAR では，航空機や人工衛星

に搭載したセンサから地上に向かってマイクロ波を

斜め下に照射し，地表からの反射波の強度と位相を

取得する．「干渉 SAR」とは，地表のある場所を，

ほぼ同じ位置から SAR によって複数回観測し，取得

した反射波の位相差を用いて衛星等と地表の間の距

離の差を計算することによって，2 回の観測の間に

生じた数 cm から数 m の地表の変動を面的に計測す

る技術である（図-2）．本稿では，干渉 SAR で地表

の変動を求める解析を「SAR 干渉解析」という． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-2 干渉 SAR の原理 

 
1.2 SAR と地殻変動・災害対応 

地下でマグマやガス・熱水が移動することにより，

地表が変動する場合がある．一般的に地表の変動を

把握するために，GNSS や傾斜計等の地上観測機器

が用いられるが，火山周辺は，急峻な地形や積雪の

ため，さらには火山活動自体の危険性のため観測装

置の設置が困難な場合が多い．また，これらの地上

衛星⇔地表間の距離の差

1 回目の観測

2 回目の観測 

SAR 干渉画像（位相差）

地表

地殻変動（隆起） 
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